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山口県の概要

人口：1,404,729人
（H27.10現在）

面積：6,112.30km2

県庁所在地：山口市

（27位）

（23位）

山口県PR本部長

『ちょるる』
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山口県のシンボル①

県の花 ：夏みかんの花

県の木 ：アカマツ

山口県長門市が原産地。

５月になると白い花が咲き、香水を
まいたような甘酸っぱい香りが漂う。

山口県内に広く分布。
どんなやせ地でも育ち、干ばつにも強い。

夏みかん色の ↗
ガードレール
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山口県のシンボル②

県の鳥 ：ナベヅル

県の魚 ：ふく

山口県周南市八代は本州で唯一の

ナベヅル飛来地。

「はえ縄漁法の考案」や「食用禁止
の解除」は山口県が日本初。

山口県下関市では「ふぐ」ではなく、
「ふく（福）」と呼ぶ。

５



山口県の観光・名所
瑠璃光寺五重塔（山口市）

角島大橋（下関市）

秋吉台（美祢市）
錦帯橋（岩国市）
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瀬戸内海沿岸地域

内陸山間地域

山口県の特徴①
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〔西部〕 石灰石(美祢市産出)を
原材料とするセメント製造工場

山口県の特徴②

〔東部〕 石油精製コンビナート と
化学製品を生産する工場 ８



１．山口県における環境アセスメント制度

（１） 手続き・審査の流れ

（２） 環境事前チェック制度

２．山口県におけるアセス審査事例

（１） 風力発電 (安岡沖洋上風力)

（２） 火力発電 (西沖の山火力)
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環 境 影 響 評 価 制 度 に 係 る 経 緯

１９６９年
（昭和４４年）

アメリカ「国家環境政策法（ＮＥＰＡ）」制定
世界初の環境アセスメント
制度

１９７２年
（昭和４７年）

「各種公共事業に係る環境保全対策について」閣議了解
公共事業についてアセスメ
ント制度導入

１９８４年
（昭和５９年）

「環境影響評価の実施について」閣議決定

（閣議アセス：国要綱）
行政指導による制度化

１９９０年
（平成２年）

「山口県環境影響評価指導要綱」施行（県要綱）

１９９３年
（平成５年）

「環境基本法」の制定
環境アセスメントを法的に
位置づけ１９９５年

（平成７年）
「山口県環境基本条例」制定

１９９７年
（平成９年）

「環境影響評価法」制定

環境アセスメントの法制化
１９９８年

（平成１０年）
「山口県環境影響評価条例」制定

１９９９年
（平成１１年）

「環境影響評価法」、「山口県環境影響評価条例」施行

２０１３年
（平成２５年）

改正「環境影響評価法」施行

「山口県環境影響評価条例」改正・施行
配慮書手続等の新設
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環境アセスメント手続きの流れ

計画段階の環境配慮

対象事業の判定
(スクリーニング)

環境アセスメント方法の決定
(スコーピング)

環境アセスメントの実施

環境アセスメントの結果について
意見を聴く手続

環境アセスメントの結果の
事業への反映

環境保全措置等の
結果の報告・公表

配慮書

方法書

準備書

評価書

報告書

措置状況報告書

公聴会 技術
審査会

：条例独自の手続
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② 公聴会制度の導入

準備書において、環境の保全に関する意見のある人は、公聴会で
意見を述べることが可能

① 技術審査会の拡充、関与の機会の拡大

環境アセスメントの内容の審査にあたって、学識経験者により構成
する 「山口県環境影響評価技術審査会」 の意見を聴取

※ 環境アセスメントの内容

→ 配慮書、方法書、準備書、措置状況報告書

山口県条例独自の手続 (法手続にも適用)
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③ 事業着手後の手続きの導入

1. 事業着手後に 、事業完了後に の提出義務化

2. 完了届提出後、評価書に記載された環境の保全のために講じた措置

(事後調査結果によるものを含む)を「 にまとめ、

3. 措置状況報告書を に提出

4. 必要に応じて を実施

5. 措置状況報告書に対し、 ことが可能

6. 環境の保全のための措置を講ずる必要があると認めるときは、

ことが可能

法に基づく報告書は、
県・市の関与なし

山口県条例独自の手続 (法手続にも適用)
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山口県環境影響条例の対象事業①

① アセス法と同じ事業種
（発電所、面整備事業、水面の埋立て 等）

【規模要件】

条例第1種事業 ＝ 法第１種事業と同じ

条例第２種事業 ＝ 基本的には、

法第1種事業の５０％

※ 例外あり

工業団地の造成（20ha以上） ＝ 第1種の２０％

水面の埋立て（15ha以上） ＝ 〃 ３０％

半
分
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第一種事業 第二種事業

道路

高速自動車国道 すべて －

一般国道・県市町道等 ４車線以上・10km以上 ４車線以上・5～10km

林道 幅員6.5m以上・長さ20km以上 幅員6.5m以上・長さ10～20km

河川
ダム 貯水面積100ha以上 50～100ha

放水路 土地改変面積100ha以上 50～100ha

鉄道
新幹線鉄道 すべて －

鉄道 長さ10km以上 5～10km

飛行場 滑走路長2,500m以上 2,500m未満

発電所

水力発電所 出力３万kW以上 1.5万～３万kW

火力発電所 出力15万kW以上 7.5万～15万kW

原子力発電所 すべて －

風力発電所 出力１万kW以上 0.5万～１万kW

廃棄物最終処分場 面積30ha以上 15～30ha

埋立て、干拓 面積50ha超 15～50ha

面開発事業※ 面積100ha以上
50～100ha
（工業団地は20～100ha）

港湾計画 埋立・掘込み面積の合計150ha以上

※住宅団地・流通業務団地・工業団地の造成事業、土地区画整理事業

県条例の対象事業 ~法と同じ事業種~
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○ 平成２３年１１月 対象事業に追加（政令改正）

⇒ 平成２４年１０月 施行

【規模要件】 第一種事業（１万kW以上）

第二種事業（7,500kW以上 １万kW未満）

○ 平成２５年３月 対象事業に追加（施行規則改正）

⇒ 平成２５年 ４月 施行

【規模要件】 第一種事業（１万kW以上）

第二種事業（5,000kW以上 １万kW未満）

「 風 力 発 電 所 」 の ア セ ス 対 象 事 業 化

＜環境影響評価法＞

＜山口県環境影響評価条例＞
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② 県条例独自の事業種

○ 道路（県市町道）

○ 工場又は事業場

○ 下水道終末処理場

○ ご み 焼 却 施 設 / 産 廃 焼 却 施 設

○ し尿処理施設

○ スポーツ又はレクリエーション施設

○ 鉱物又は岩石の採取

○ 複合開発整備事業
※ 規模要件

→ 各事業種で設定

山口県環境影響条例の対象事業②
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県条例の対象事業 ~条例独自の事業種~

第一種事業 第二種事業

工場・事業場

燃料使用量 15kL/時以上
又は
排出水量 １万ｍ３/日以上

－

下水道終末処理場 敷地面積 10ha以上 －

廃棄物
処理施設

ごみ焼却施設 又は
産業廃棄物焼却施設 処理能力 200t/日以上 －

し尿処理施設 処理能力 200kL/日以上 －

ｽﾎﾟｰﾂ・
ﾚｸﾘｴｰｼｮ
ﾝ施設

ゴルフ場等

面積 100ha以上 50～100haスポーツ施設用地

鉱物又は岩石の採取

複合開発事業

住宅団地、流通業務団地、ｽﾎﾟｰﾂ・

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設、工業団地のうち

２以上を併せ実施する事業

（合計面積100ha以上）

次の算式により算定した数
値が１以上

住、流、スの
合計面積 工の面積

＋
50 20
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アセス図書受理

技術審査会

知事意見

関係市町

庁内関係課 等

配慮書

方法書

準備書 ： ３回程度 （ 現地視察あり ）

※ 事業者による説明

※ 審議内容によっては、専門家を招致

： ２回程度 （ 諮問・答申 ）

（公聴会）

意見照会

知事意見までの審査の流れ （概要）

20



山口県における 環境影響評価法 ・ 条例の手続き案件

環境影響評価法

山口県環境影響評価条例

木屋川水系
木屋川ダム再開発事業

(仮称)安岡沖洋上風力発電事業

西沖の山発電所(仮称)新設計画

岩国ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所建設計画

（仮称）三ツヶ峰ウインドシステム

〔ダム〕

〔風力〕

〔火力〕

〔風力〕

〔火力〕
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◎ 趣旨 アセス制度の対象とならない について、

事業部局が を行う。

◎ 経過 平成６年４月から試行 ◎ 実施件数 約２，０００件/年

平成１３年４月から本格施行 （直近３年）

◎ 環境配慮事項

大気環境の保全 騒音・振動の防止

水環境の確保 水循環の確保

自然環境の保全 景観への配慮

廃棄物の減量化・リサイクル

エネルギーの低消費・効率化 など

環境事前チェック制度(山口県）
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環境事前チェック制度 ～実績報告例～
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～ 環 境 配 慮 事 例 の 紹 介 ～

環境事前チェック制度(山口県）

埋立の土砂粉塵飛散防止対策（散水） 低振動杭打ち機種選定
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県道 山口阿知須宇部線（平成大橋）

架橋位置が「カブトガニ」の繁殖地

河川内に橋脚を設置せず、１スパンで渡河
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大規模林道鹿野・豊田線

小動物が這い上がれるように

スロープ付きの側溝を設置
27



県道 角島神田線（角島大橋）

北長門国定公園内

スマートな設計で景観に調和
28



ため池整備工事

仮貯水池に水生生物を避難

既設水路から仮配管で新鮮な水を常時供給 29



塩ｶﾙ散布・散水

ﾀｲﾔ洗浄施設

長門市仙崎漁港南

公有水面埋立て工事の際の
隣接市場への防じん対策

防じんﾈｯﾄ
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護岸補強工事

鮎の稚魚の放流時期の施工

沈砂池・汚濁防止膜の設置

による濁水の拡散防止
31



Ⅰ 環境配慮事例集について

Ⅱ 環境配慮の手順

Ⅲ 環境配慮の基本的考え方と基本的方策

１ 健全な環境の保全と創造

（１）優れた自然環境への配慮

（２）野生動植物への配慮

２ 快適な環境の保全と創造

（１）身近な自然への配慮

（２）良好な景観形成への配慮

３ 健康で安全な環境保全と創造

（１）国土保全への配慮

（２）環境汚染防止への配慮

Ⅳ 環境配慮の事業区分別事例

道路における事例

河川・水路等における事例

ダム・堰堤における事例 等

Ⅴ 資料編

土地利用規制関係諸法令等一覧表

環境事前チェック制度(山口県）

http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a15500/assessment/kannkyoueikyou.html

環境配慮事例集(H26.12最終更新)

→ 山口県環境政策課ＨＰで公開中
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( 仮 称 ) 安 岡 沖 洋 上 風 力 発 電 事 業
事 業 者 前 田 建 設 工 業 ㈱

計 画 地 山 口 県 下 関 市 安 岡 沖

事 業 の 種 類 風 力 発 電 所 （ 洋 上 ）

規 模 総 出 力 ６万 kW（ ４M W× １５基） ※ 法第１種事業

稼 働 予 定 H３２春頃

直近のアセス手続き H２９．７ 「準備書」 に対する経産大臣勧告

対象事業実施区域 直近住居

(約１．５km)

風車
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神田大久保
（１基）

豊北WF
（１２基）

白滝山WF
（２０基）

安岡沖洋上
（１５基）

三ツヶ峰WS
（２０基）

上関町（２基）

平生（６基）

大星山（１基）

豊浦
（１０基）

楊貴妃の里WP
（３基）

油谷（２基）

日置（１基）

稼働中 （５５基）

計画・稼働前（３６基）

情報収集 例１) 山口県内での大型風力発電施設の状況

県内での洋上風力は、初めて！
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アセス手続きの流れ １ ～計画公表～

H24.10 計画公表

H24.10.11
日本経済新聞 37



H25.3 環境影響評価方法書提出

風車

直近住居(約800m)

① 3000kW×20基
② 3600kW×16基
③ 4000kW×15基

～３種類の候補～

H25.4 改正環境影響評価法施行(配慮書手続導入)

アセス手続きの流れ ２ ～方法書提出～
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アセス手続きの流れ ３

～方法書説明会～

H25.4 住民説明会(方法書)

H25.4.10 長周新聞
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提出方法 ： 意見書箱への投函、郵送、電子メール

意見総数 ： １２４件

事業計画
環境全般
大気環境(騒音含む)

水環境
動植物・生態系
景観・人触れ
その他(風車の影 等)

アセス手続きの流れ ４ ～方法書～

H25.6 住民意見概要書提出

H25.6 下関市環境審議会(答申)

H25.6.28 山口新聞３９
２４
２６
６
８

１０
１１

件
件
件
件
件
件
件
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➢事業計画

・近隣住民への健康リスクや景観価値について地元理解を得た上で環境影響

等を回避・低減する場所を選定

・風力発電機機器選定および基礎

➢騒音・低周波音

・環境影響評価の範囲(2km)を限定するのは不十分、評価範囲を拡大

・我が国での先行事例や海外事例を調査・予測・評価 等

➢景観

・下関市景観審議会での検討及び広範な住民へのアンケートを参考に評価

・風車の影やそのちらつきによる影響低減を検討 等

※その他 ： 水質、大気、電波障害

H25.7 下関市長意見

アセス手続きの流れ ５ ～方法書 地元市長意見～

H25.7.4 山口新聞
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【総括的意見】

・最新知見、国内外の事例収集、分析

・住居や病院等に加え、漁業等の事業活動への配慮

・配置等は、環境影響を回避・低減する観点から検討

・地元住民等へ積極的な情報提供を行い、地域の意向を踏まえた対応

【個別的意見】

➢調査範囲

・環境要素ごとに影響が及ぶ範囲を再検討

➢騒音・低周波音

・調査は四季を通じ、適切な期間等を設定

※その他、動植物、風車の影、景観 等

H25.8 知事意見

アセス手続きの流れ ６ ～方法書 県知事意見～

H25.9.5
山口新聞

H25.9 経済産業大臣通知

【勧告なし】
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H26.3 下関市議会決議

アセス手続きの流れ ７ ～地元市議会の動き～

・国策として再エネに取り組む中、風力発電の必要性は理解
・近隣住民への健康リスクや景観価値について地元理解を得た上で、地元の不安や
課題が解消されるように求める

・それができなければ、反対せざるを得ない状況になり、改善を求める

H26.4以降

H26.4.3
山口新聞

H26.4.23
長周新聞

環境調査の実施拒否（住民）
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アセス手続きの流れ ８ ～地元自治会の動き～

H26.4.27 朝日新聞

H26.5.3 山口新聞

H26.4.12 山口新聞

自治会が市へ陳情

H26.4～5 地元自治会が市へ陳情
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アセス手続きの流れ ９ ～計画変更～

H26.6 住民説明会(計画変更：配置・基数)

直近住居(約1.5km)

風車

直近住居(約800m)

風車

３，０００kW×２０基 ４，０００kW×１５基

単機出力[増 ↗]

風車基数[減 ↘]
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アセス手続きの流れ １０ ～地元住民の動き～

H26.6 反対住民によるデモ行進

H26.6.27 長周新聞

住民約６５０人による
デモ行進
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アセス手続きの流れ １１ ～地元の動き～

H26.7以降①

H26.7.8 朝日新聞

H26.8.25 長周新聞

自治会が事業者へ反対決議文提出

下関市環境審議会
⇒ 専門家招致 (低周波音 等)
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アセス手続きの流れ １２ ～要望・陳情～

H26.9.25 山口新聞

H26.8.29 読売新聞
住民団体が県へ要望

地元漁協が市へ陳情

H26.7以降②
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アセス手続きの流れ １３ ～地元市への経過報告～

・環境調査の経過報告（騒音・低周波音、景観 等）

H27.4 以降
H27.4.18 毎日新聞

H27.5.1 朝日新聞

H26.11 下関市環境審議会(事業者による第１回中間報告)

H27.7 下関市環境審議会(第２回中間報告)
・環境調査の経過報告（騒音・低周波音、景観 等）
・第１回中間報告時の質問対応

事業者が住民を告訴

住民が反対組織立ち上げ
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アセス手続きの流れ １４ ～住民・地元市長の動き～

H27.9 以降 H27.9.17 朝日新聞

H27.12.17 朝日新聞

住民（反対する会）によるデモ計画

市長答弁(市議会)
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アセス手続きの流れ １５ ～市景観条例～
H28.4 以降

H28.4.23 山口新聞

H28.8 下関市景観審議会

H28.9 下関市景観審議会(答申)

➢配置
・可能な限り、規則性を有する１列配置を追求
・２列配置となる場合、等間隔の規則性を有する計画への変更を検討
・陸地から極力離れた場所に配置するよう配慮

➢色彩
・周辺の景観との調和に配慮し、違和感を与えない色彩デザインを施す

H28.10 下関市長の助言・指導(市景観条例)

県漁協が市へ推進要望
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アセス手続きの流れ １６ ～準備書提出～

H28.11 環境影響評価準備書提出

H28.11 住民説明会(準備書)×２回
H28.11.15
朝日新聞

H28.11 住民説明会

H28.11.24 朝日新聞

※住民主催
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アセス手続きの流れ １７ ～反対署名～

➢ 事業者の見解(HPで公表)

・ データの誤入力にともなう記載の誤り

・ 今回の誤りは評価に影響を与えるものではない

H28.12 反対署名１０万筆 到達

H28.11 下関市環境審議会(諮問)

H28.11 準備書訂正(騒音・低周波音の予測結果)

H28.12.2 長周新聞
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アセス手続きの流れ １８ ～県審査会～

現地視察（村崎ノ鼻から）

審議

H29.2 県環境影響評価技術審査会(諮問・現地視察)

準備書１回目の審査会(県)
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アセス手続きの流れ １９ ～準備書への住民意見～

提出方法 ： 意見書箱への投函、郵送、電子メール

意見総数 ： ５，７１２件

事業の目的及び内容

大気環境(騒音関係含む)

水環境

動植物

景観・人触れ

その他(※)

３，２７０

１，０１３

２４

７４

２５７

１，０７４

件

件

件

件

件

件

※複数の項目に対して意見が述べられ、項目振り分けが困難等の意見

H29.2 住民意見概要書提出
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アセス手続きの流れ ２０ ～地元市の動き～

H29.2 下関市環境審議会(現地視察)
H29.2.14 朝日新聞

H29.3 下関市環境審議会(答申案審議) H29.3.16 読売新聞

H29.3 下関市長選挙
◎当選 前田 晋太郎

中尾 友昭（現職）

松村 正剛
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➢前文
・再エネの必要性は市民も理解している
・低周波問題や陸地から近いことが住民不安につながっていると思料
・地域において受け入れられる社会的環境が整っていない

➢総括事項
・準備書から評価書に至る過程で、更なる調査の積み重ねが重要
・住民意見を真摯に受け止め、住民に説明を尽くす

アセス手続きの流れ ２１ ～[市]審議会・[県]公聴会～

H29.3 下関市環境審議会 答申

H29.3 公聴会(県主催)
公告方法 ： 県報、市報、記者配布

公述人数 ： ３名

主な意見 ： ・正確な情報を市民に伝え、オープンに論議すべき
・他の発生源と比べ風車の低周波音は特異ではない
・風車の基礎は魚礁効果がある
・規則性のある風車配列により観光資源として活用
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アセス手続きの流れ ２２ ～[市]審議会・[県]公聴会～

H29.3.23 山口新聞 H29.3.24 長周新聞

下関市環境審議会答申 公聴会開催
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公聴会の様子 （平成２９年３月）
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アセス手続きの流れ ２３

～準備書 地元市長意見～

H29.4

H29.4.6 山口新聞

H29.4 下関市長意見（→山口県知事)

H29.4.8 山口新聞

住民団体が市へ反対要望

➢基本的には、環境審議会答申と同内容
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アセス手続きの流れ ２４

～準備書 山口県の審査～

H29.4 県環境影響評価技術審査会(審議) 

H29.4

H29.4.14
長周新聞

・環境保全の見地からの
住民申し入れ内容について報告

・コウモリ類に係る専門家を招致

➢県の説明概要
・ アセス制度
・ 県の立場

※情報提供
・ 審査会のスケジュール

住民団体が県へ反対要望

準備書２回目の審査会(県)

65



技術審査会の様子 （平成２９年４月）
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アセス手続きの流れ ２５ ～準備書 山口県の審査～

H29.4～5 専門家ヒアリング(低周波音) 
・低周波音に関する、工学、医学の専門家５名からヒアリング

H29.5 県環境影響評価技術審査会(答申案審議) 

H29.5.19 山口新聞

H29.6 県環境影響評価技術審査会 答申

準備書３回目の審査会(県)
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アセス手続きの流れ ２６ ～準備書 県知事意見～

➢前文

陸域に住居、学校、病院が多数立地し、住民が生活する中での計画
多くの住民意見の提出、定期的な反対運動

➢全体的事項

・最新知見等を収集し、住民等に情報提供、理解を得るよう努力
・準備書の誤記・不足を精査し、評価書で訂正・追記
・事後調査項目を追加し、方法、期間、場所を見直し
・環境保全上の支障が生じた場合、適切な対応、報告、公表

➢個別的事項

騒音・低周波音 ： ・低周波の少ない機種を選定し、適切に維持、管理
・疫学的な最新知見を収集し、事業計画への反映
・事業開始前後の低周波に係る調査を実施し、データ蓄積

水 質 ・ 底 質 ： ・工事に伴う水の濁りについて、適切に拡散防止対策を実施
・海生生物に配慮した付着生物防止薬剤の選定

動 物 ・ 植 物 ： ・バードストライク対策の実施、事後調査
・事業開始前後の藻場に係る調査を実施

景 観 ： ・風力発電設備の配置、色彩、グラデーションの検討

H29.6 知事意見 （→経産大臣）
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知事意見の通知文の構成 【１段落目】
➢知事意見を別紙のとおり述べる
➢経産大臣勧告への反映

【２段落目】
➢審査経緯
(審査会の開催状況、専門家ヒアリング)
➢審査会で総合的かつ慎重な審議
➢知事意見は審査会答申を尊重

【３段落目】
➢審査会における主な論点を整理

・再エネは市民も理解、委員も共感

・１０万筆の反対署名、健康影響等懸念

・低周波問題の知見乏しく、住民不安
は払拭できていない

・より遠方での計画を求める住民意見

・周辺海域への影響も懸念

【４段落目】
➢市長意見を添付
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アセス手続きの流れ ２７

H29.6.9 山口新聞 H29.6.22 日本経済新聞

H29.6 知事意見 （→経産大臣）
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アセス手続きの流れ ２８ ～準備書 環境大臣意見～

H29.6 環境大臣意見

➢前文

・周辺陸域に多数の住居、病院、学校等が立地し、騒音・低周波音、景観等
に関する住民意見が多数提出

・地元自治体や住民の理解を得つつ事業を実施することが重要

➢総論

・地元自治体の意見を十分勘案し、住民等に丁寧かつ十分な説明
・事後調査等は、最新知見により検討した上で、適切に実施し、公表
・本事業の環境影響、環境保全措置の内容や効果、その分析結果を公表

➢各論

騒音・低周波音 ： ・騒音低減に係る有効な措置を実施
・現在実施中の計測を稼働後も実施し、公表
・騒音低減されていない場合、原因究明し、有効な措置を実施

景 観 ： ・風力発電施設の配置等を検討し、有効な措置を実施

海 生 生 物 ： ・事後調査を行い、重大な影響がある場合、有効な措置を実施
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アセス手続きの流れ ２９ ～準備書 経産大臣勧告～

H29.7 経済産業大臣勧告

H29.7.29 山口新聞

H29.7.29 朝日新聞
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➢ 住民とのコミュニケーション
・まずは、話を聞く
・環境影響評価の手続を説明
・積極的な情報提供

➢ 市や国との密な情報共有
・反対運動の状況など
・国、県、市のスタンス

➢ 国内外の風力発電アセスの情報収集
・全国の知事意見（アセス支援ネット）
・国の検討会の状況把握

経産省：環境審査顧問会(風力部会)
環境省：風力発電施設から発生する

騒音等の評価手法に関する検討会 等
・海外の事例研究
・専門家ヒアリング(医学、工学)

苦労した点・工夫した点

手続きを振り返って…

早い段階で論点を絞る

県の立場
に対する理解

アセス制度
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準備書勧告後 １ ～地元住民の動き～

反対の会：活動継続 H29.10.9 長周新聞
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準備書勧告後 ２ ～地元住民の動き～

H29.12 反対の会主催の風力講演会 H29.11.6 長周新聞
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準備書勧告後 ３ ～地元市長～

H30.6 下関市議会(市長答弁) H30.6.20 長周新聞
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西 沖 の 山 発 電 所 ( 仮 称 ) 新 設 計 画

事 業 者 山口宇部パワー㈱

計 画 地 山口県宇部市大字西沖の山

事 業 の 種 類 火力発電所（燃料：石炭）

規 模 総出力１２０万ｋＷ （６０万ｋＷ×２基） ※ 法第１種事業

発 電 方 式 微粉炭火力 （超々臨界圧（ＵＳＣ））

稼 働 H３８年 運転開始予定

直近のアセス手続き H３０．９ 「準備書」提出

対象事業実施区域 84



アセス手続きの流れ １ ～配慮書の審査～

H27.3 計画段階環境配慮書 提出

H27.4 県アセス技術審査会

➢ 事業計画の必要性やＣＯ２排出、温排水による影響等を中心に審議

H27.5 県アセス技術審査会

➢国のエネルギー政策や温室効果ガ ス削減目標を踏まえる必要がある等

H27.5 地元市長意見

※ 山口県では、配慮書初案件

配慮書２回目の審査会(県)

配慮書１回目の審査会(県)
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環境大臣意見

Ｇ７サミット

H27.6.13
山口新聞

【国の温室効果ガス削減目標】
2030年度に2013年度比で26％削減

➢ 国のＣＯ２排出削減の目標・計画と

整合性を持っていると判断できず、

現段階において、是認しがたい

アセス手続きの流れ ２

～配慮書への意見～H27.6

知事意見

➢ 国の目標等との整合性が示されていない

国の意見等を踏まえた上で整合を図り、

必要に応じて事業計画の見直し
H27.6.18
山口新聞 86



➢ 現時点において、地球温暖化対策に係る電力業界全体の自主的枠組が

構築されていない。

➢ エネルギー政策の検討も踏まえた国の地球温暖化対策の目標・計画と併せて、

早期に自主的枠組が構築されるよう発電事業者として努めること

アセス手続きの流れ ３ ～ 方法書提出 ～

H27.11 環境影響評価方法書 提出

H27.7 電力業界が「自主的枠組の概要」

「低炭素社会実行計画」 公表

➢ 環境省 「公表された自主的枠組には課題がある」

➢ H27.8～11の間に提出された法アセス対象の火力発電所に対し、

「現段階において是認することはできない」旨の意見

H27.6 経済産業大臣意見

H27.12 パリ協定採択
日本の中期目標

「CO2 ： ２０１３年度比で26％削減」
世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて
２℃より十分低く保ち、１．５℃に抑える努力をする
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アセス手続きの流れ ４ ～方法書 県知事意見～

準備書手続きへ

H28.1 県アセス技術審査会

H28.3 県アセス技術審査会

H28.2 電力業界が「電気事業低炭素社会協議会」設立

➢低炭素社会実行計画等の目標を達成するため、
協議会全体でPDCAサイクルを推進

H28.4 知事意見

H28.4 経済産業大臣通知

➢国の温室効果ガスの削減目標等と整合するものとなるよう、実効性ある取組の検討

➢電力業界が策定した「電気事業における低炭素社会実行計画」の目標達成
に向けた具体的な仕組み及び内容についても準備書に記載すること。
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方法書１回目の審査会(県)

方法書２回目の審査会(県)



アセス手続きの流れ ５ ～準備書提出～

現在、「準備書」手続き中

→ 今後、知事意見提出予定

H30.10 環境影響評価準備書 提出
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最後に、環境影響評価制度に関する個人的な見解

➢ 規制ではない

事業の可否を判断しない

意見は行政指導で、法的拘束力はない

➢ ベスト追求型

環境基準適合は必要条件だが十分条件ではない

どこまで追求するかは事業者のサジ加減

➢ コミュニケーションツール

信頼関係の構築が最優先

時には法的義務以上の対応が必要
90


